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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成24年８月 平成25年８月 平成26年８月 平成27年８月 平成28年８月

売上高 (千円) 6,249,754 7,015,583 7,869,683 8,865,501 10,212,123

経常利益 (千円) 884,247 1,352,411 1,675,424 1,912,241 2,137,267

当期純利益 (千円) 1,030,546 1,322,712 1,240,538 1,216,693 1,460,610

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― －

資本金 (千円) 2,749,782 2,749,782 4,183,198 4,183,198 4,183,198

発行済株式総数 (株) 3,599,258 3,599,258 17,802,832 17,802,832 17,802,832

純資産額 (千円) 6,663,155 7,985,868 12,093,142 13,087,301 14,280,870

総資産額 (千円) 7,493,538 8,880,880 13,208,365 14,942,281 15,980,479

１株当たり純資産額 (円) 462.82 554.69 679.29 735.13 802.17

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
― ― 12.50 15.00 17.00

（―） （―） （―） （―） （－）

１株当たり当期純利益金額 (円) 71.58 91.87 77.67 68.34 82.04

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― －

自己資本比率 (％) 88.9 89.9 91.6 87.6 89.4

自己資本利益率 (％) 16.8 18.1 12.4 9.7 10.7

株価収益率 (倍) ― ― 11.9 13.9 11.8

配当性向 (％) ― ― 16.1 21.9 20.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,052,209 1,266,042 1,646,492 1,788,054 1,612,359

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △69,107 97,689 △2,571,453 △207,286 △566,385

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △19,938 △20,780 2,823,920 △243,506 △284,421

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,552,824 2,895,776 4,794,736 6,131,997 6,893,550

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用者数〕

(名)
62 66 73 81 82

〔―〕 〔―〕 〔―〕 〔―〕 〔－〕
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(注) １．当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第15期までの株価収益率は、当社株式が非上場であるため記載しておりません。

６．第16期の１株当たり配当額12円50銭には、東京証券取引所市場第二部上場記念配当２円50銭を含んでおりま

す。

７．第17期の１株当たり配当額15円00銭には、東京証券取引所市場第一部指定記念配当１円50銭を含んでおりま

す。

８．第14期及び第15期については、配当を行っていないため、１株当たり配当額及び配当性向は記載しておりま

せん。

９．平成25年12月16日付で株式１株につき２株の株式分割を、また、平成26年８月１日付で株式１株につき２株

の株式分割を行っております。第14期の期首に当該株式分割が行われたものと仮定し、１株当たり純資産額

及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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２ 【沿革】
 

年月 概要

平成11年８月

 

平成11年12月

 
平成12年12月

 
平成13年６月

平成14年４月

平成16年５月

平成16年６月

平成17年10月

平成17年12月

 

平成18年６月

平成18年11月

平成18年12月

 

平成19年２月

平成19年９月

平成19年12月

平成20年３月

平成22年４月

平成23年10月

 

平成26年３月

平成27年３月

衛星放送の番組及び普及に関する調査研究を目的として、東京都豊島区高田に日本ビーエス放送企画

株式会社を設立（資本金１億円）

日本ビーエス放送株式会社に商号を変更

郵政省（現 総務省）よりＢＳデジタルデータ放送（放送衛星を利用したデジタルデータ放送）の委

託放送業務の認定を受ける

ＢＳデジタルデータ放送開始

郵政省（現 総務省）より110度ＣＳデジタルデータ放送（通信衛星を利用したデジタルデータ放送）

の委託放送業務の認定を受ける

東京都渋谷区渋谷に本店を移転

110度ＣＳデジタルデータ放送開始

総務省より110度ＣＳデジタル放送（標準テレビジョン放送)の委託放送業務の認定を受ける

東京都豊島区高田に本店を移転

株式会社メガポート放送を吸収合併

総務省よりＢＳデジタル高精細度テレビジョン放送（ハイビジョン放送）の委託放送業務の認定を受

ける

東京都千代田区一ツ橋に本店を移転

110度ＣＳデジタル放送委託放送業務終了

110度ＣＳデジタル放送事業に関して有する権利義務の一部をマルチチャンネルエンターテイメント

株式会社に承継（吸収分割）

日本ＢＳ放送株式会社に商号を変更

ＢＳデジタルデータ放送委託放送業務終了

ＢＳデジタルハイビジョン放送開始

東京都千代田区神田駿河台に本店を移転

社団法人日本民間放送連盟（現 一般社団法人日本民間放送連盟）に入会

株式会社ビデオリサーチが実施する接触率調査（平成25年４月から機械式視聴世帯数調査に移行）に

参加

東京証券取引所市場第二部に株式を上場

東京証券取引所市場第一部銘柄に指定
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び親会社である㈱ビックカメラ（東京証券取引所市場第一部上場）で構成されており、Ｂ

Ｓデジタル放送事業の単一セグメントであります。

当社は、放送法に基づく放送衛星を利用した認定基幹放送事業を営むことを主たる事業目的として設立され、ＢＳ

デジタルハイビジョン放送（チャンネル：211ch、リモコンＩＤ：11）を行っており、全国無料放送による総合編成を

行う放送局として、報道番組、教養番組、娯楽番組、広告、ショッピング番組、その他の番組を広く扱うことによ

り、広告主よりタイム収入、スポット収入及びその他収入を得ております。

また、「質の高い情報を提供することで人々に感動を与え幸せな社会づくりに貢献します」との経営理念に基づ

き、これを更に具体化した、『豊かで癒される教養・娯楽番組と中立公正な報道・情報番組を発信し「価値ある時

間」を約束します』を経営ビジョンと定めております。

親会社は、主として家電製品等の販売事業を行っており、当社は親会社よりタイム収入、スポット収入及びその他

収入を得ております。

なお、事業の系統図は、次のとおりであります。

　

　

当社の収入区分は、次のとおりであります。

タイム収入・・・・広告主に番組の放送時間枠を販売し、広告主の提供する番組及び広告主のＣＭ(コマーシャ

ルメッセージ)を放送いたします。

スポット収入・・・広告主に番組と番組の間の時間枠等を秒単位で販売し、広告主のＣＭ(コマーシャルメッ

セージ)を放送いたします。

その他収入・・・・地上波ローカル局等への番組販売、番組制作による収入及び製作委員会方式により製作さ

れたアニメ作品等に係る出資配当金等であります。

　収入区分別の売上高の推移は、次のとおりであります。

（単位：千円）

 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

タイム収入 4,999,495 5,420,310 5,905,076 6,392,121 7,486,322

スポット収入 1,129,808 1,490,302 1,874,287 2,259,297 2,530,199

その他収入 120,450 104,970 90,319 214,083 195,601

合計 6,249,754 7,015,583 7,869,683 8,865,501 10,212,123
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　なお、平成28年８月末日時点で現在放送している主な自社制作番組は、次のとおりであります。

 

　（報道番組）

『報道ライブ ＩＮｓｉｄｅＯＵＴ』

メインキャスターに別所哲也氏を迎え、政治、経済、社会時事問題等について、「あなたと考える10年後の未

来」をテーマにお届けする報道番組であります。

（教養番組）

『リベラルタイム』

社会が抱える様々な課題について１ヶ月にわたってテーマを設定し、様々な角度から識者の考えを聞く教養番

組であります。

（娯楽番組）

『あのスターにもう一度逢いたい』

輝かしい成長・発展を遂げた昭和という時代を駆け抜けた大スター。そんな大スターとかつて共演した俳優や

プライベートの友人、親族などゆかりの深い方々がスタジオに登場し、大スターの貴重な映像を交えながらその

人物像に迫る娯楽番組であります。

『尾上松也の古地図で謎解き！にっぽん探究』

歌舞伎俳優の尾上松也氏が古地図を片手に、知られざる歴史の真実や歴史に名を残す人物の素顔、歴史上の事

件の裏側などに迫る紀行番組であります。

『人情ふれあい　いいなぁ日本』

ふれあい旅人ヨネスケ氏、峰竜太氏そしてピーター氏が、旅先で人知れず伝統技法を守り続ける職人や地元で

しか知られていない有名人とのふれあいなどを人情たっぷりにお伝えする紀行番組であります。

『太田和彦　ふらり旅 いい酒いい肴』

居酒屋探訪家として著名な太田和彦氏が、古寺名刹や歴史ゆかりの地を訪ね、地元の銘酒と肴を愉しみながら

歴史ある居酒屋の魅力をご紹介する紀行番組であります。

『京都・国宝浪漫』

1200年を超える歴史を誇る京都を舞台に、世界文化遺産をはじめとした国宝や重要文化財を「未来への遺産」

として、それらにまつわるエピソード、京都を舞台に活躍した先人たちに関連する歴史の謎等も交えながら国宝

の魅力に迫る紀行番組であります。

『中畑清　熱血！スポーツ応援団』

中畑清氏と神スイングで話題の稲村亜美氏をＭＣに迎え、メジャーな競技のみならずマイナーな競技も幅広く

取り上げることにより、スポーツの奥深さや醍醐味をお伝えするスポーツ番組であります。

『ＢＳイレブン競馬中継』

日本中央競馬会（ＪＲＡ）主催の中央競馬を、パドック、返し馬からレースの模様までをお届けし、また、

バーチャルスタジオから最新技術を駆使して、ダイナミックな競馬の魅力を臨場感たっぷりにお伝えする競馬中

継番組であります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業
の内容

議決権の所有又は
被所有割合（％）

関係内容

（親会社）
㈱ビックカメラ
（注）

東京都豊島区 23,237 家電製品等の販売
被所有
　直接　　62.58

役員の兼任１名
放送時間枠の販
売

 

（注）有価証券報告書の提出会社であります。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成28年８月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

82 41.9 6.6 7,201
 

(注) １．当社は、ＢＳデジタル放送事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

    ２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

 

(2) 労働組合の状況

当社には労働組合はありません。

なお、労使関係については円満な関係にあり、特記すべき事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本ＢＳ放送株式会社(E30454)

有価証券報告書

 7/62



第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、消費税率の引き上げ延期により国内景気の改善が期待されたものの、新興国

経済の減速や英国のＥＵ離脱問題による株式市場の伸び悩みや円高の進行などにより、企業の景況感や個人消費は

引き続き力強さを欠く状況で推移いたしました。

当社を取り巻くＢＳデジタル放送業界は、デジタル放送受信機の普及に伴い、視聴可能世帯数の割合は全世帯の

71.7％（「ＢＳ世帯普及率調査」㈱ビデオリサーチ調べ）で推移しており、またＢＳデジタル放送事業を含む衛星

放送メディア分野の広告費は前年比で1.5％の伸長、中でもＢＳ放送の広告費は、前年比で4.0％増と堅調に推移し

ております（「2015日本の広告費」㈱電通調べ）。

このような状況下、当社は「質の高い情報を提供することで人々に感動を与え幸せな社会づくりに貢献します」

を経営理念として、「豊かで癒される教養・娯楽番組と中立公正な報道・情報番組を発信し『価値ある時間』を約

束します」との経営ビジョンに基づき、良質な番組制作に引き続き邁進いたしました。

平成27年10月の番組改編では、古地図を片手に日本全国の謎に迫る『尾上松也の古地図で謎解き！にっぽん探

究』、アニメ・ゲームなどの情報番組『アニゲー☆イレブン！』の放送を開始いたしました。さらに『ＪＯＣジュ

ニアオリンピックカップ第34回全日本ジュニアバドミントン選手権大会』を放送、スポーツコンテンツの充実を図

るとともに、地方自治体とのコラボ施策として、平成27年12月に『夢をのせて熱気球大空へⅢ～空の勇者たちの熱

き闘い～2015佐賀インターナショナルバルーンフェスタ』を放送いたしました。

平成28年４月の番組改編では、『報道ライブＩＮｓｉｄｅＯＵＴ』をリニューアル、「あなたと考える10年後の

未来」をテーマに新たな報道番組として生まれ変わりました。また昭和という激動の時代を駆け抜けたスター達を

当時の貴重な映像とともにお届けする『あのスターにもう一度逢いたい』、旅先での人情や出会いをお届けする

『人情ふれあい いいなぁ日本』、メジャー競技を始めとしてマイナー競技も幅広く取り上げ、スポーツの奥深さと

醍醐味をお伝えする『中畑清 熱血！スポーツ応援団』の放送を開始いたしました。

地方局とのコラボ施策の一環といたしまして平成28年４月に『京都 夜桜 生中継 春らんまんの醍醐寺から』、同

年８月には『生中継！京都五山送り火2016 ～夏の京の伝統行事～』をＫＢＳ京都との共同製作でお送りいたしまし

た。

また、ＢＳ初登場の『大都会 闘いの日々』、『大都会 ＰＡＲＴ２』、韓流ドラマでは時代劇の大作『王の

女』、ラブコメとサスペンスの要素を凝縮した『キルミー・ヒールミー』、その他話題の作品にこだわったドラマ

編成等が、売上増加に寄与いたしました。

費用面につきましては、引き続き番組関連費用等の効率的なコントロールに努めながら、番組宣伝のための施策

として、全国紙・地方紙への広告出稿を戦略的に実施したほか、平成28年４月には首都圏主要駅への看板掲出な

ど、様々な媒体を活用した広告宣伝施策を実施いたしました。併せて、個別の番組宣伝施策として『中畑清 熱血！

スポーツ応援団』のＰＲを目的に、同番組のアシスタントＭＣ稲村亜美氏の神スイングにスポットを当てた動画を

制作、動画再生サイトにおいておよそ100万回の閲覧数となりました。

以上の結果、当事業年度における売上高は 10,212,123千円（前年同期比 15.2％増加）となりました。営業利益

は 2,108,708千円（前年同期比 7.6％増加）、経常利益は 2,137,267千円（前年同期比 11.8％増加）、当期純利益

は 1,460,610千円（前年同期比 20.0％増加）となりました。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ 761,552千円増加

し、当事業年度末には 6,893,550千円となりました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、1,612,359千円（前年同期は 1,788,054千円の獲得）となりました。これは主

に法人税等の支払額 736,359千円があったものの、税引前当期純利益 2,161,207千円によるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、566,385千円（前年同期は 207,286千円の使用）となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出 565,739千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、284,421千円（前年同期は 243,506千円の使用）となりました。これは主に、

配当金の支払額 266,799千円によるものであります。

 

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績及び受注実績

当社の取引形態は、一般的な製造業等における「生産」活動は行っておらず、また、当社の事業において「受

注」という概念は存在しないため、記載しておりません。

 

(2) 販売実績

当社は、ＢＳデジタル放送事業の単一セグメントであり、当事業年度における販売実績を収入区分別に示すと、

次のとおりであります。

 

収入区分別

当事業年度
（自　平成27年９月１日

　　至　平成28年８月31日）

売上高(千円) 前年同期比(％)

タイム収入 7,486,322 117.1

スポット収入 2,530,199 112.0

その他収入 195,601 91.4

合計 10,212,123 115.2
 

（注）１. 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。
　

相手先

前事業年度
（自　平成26年９月１日
至　平成27年８月31日）

当事業年度
（自　平成27年９月１日
至　平成28年８月31日）

売上高(千円) 割合(％) 売上高(千円) 割合(％)

㈱電通 2,269,350 25.6 2,724,928 26.7

ジュピターショップ

チャンネル㈱
1,359,967 15.3 1,650,600 16.2

 

 ２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

経営戦略実行のため、当社の対処すべき課題は、以下の２点であります。

　(1) - 1　「３つの力」の強化

当社は、持続的成長に必要不可欠な「企画力」、「キャスティング力」、「マーケティング力」の強化を基本

戦略と位置付けております。

皆様のニーズを的確に捉えた企画立案、こだわりのキャスティングによる、価値のある映像作成、充実した

データベースの分析と活用による潜在的な需要喚起と、より効果的な戦略実行、これら３つの「力」を強化して

まいります。

　(1) - 2　「５本の矢」の強力な推進

「３つの力」を具現化する重点施策を「５本の矢」と位置付け推進しております。

①「自社制作番組の選択と集中」・・・より良い番組への経営資源の集中

②「情報番組の選択と拡大」・・・プレミアエイジへのホスピタリティ強化

③「スポーツ＆エンターテインメントの強化」・・・新たなニーズの発掘と「癒し」や「楽しみ」の提供

④「アニメ番組の強化」・・・得意分野の更なる強化

⑤「地方局とのコラボレーションの強化」・・・当社の強みを活かした差別化施策

以上、「５本の矢」を強力に推進することにより、経営戦略及び中期経営計画の達成を目指してまいります。

　

　(2)　収益基盤の多角化

当社の収益基盤は、一部の番組に、より比重が高いものとなっており、これらの収益番組をより盤石なものと

する一方、新たな収益の柱となる強力なコンテンツの製作・獲得が喫緊の課題であると認識しております。

人気アニメーションへの製作出資、また機会を捉え、映画作品への出資等についても積極的に行ってまいる所

存です。これら以外にも、優良な海外・国内ドラマなどのコンテンツ獲得又は当社が有する優良なコンテンツの

海外番販などに対し積極的に取り組むことにより、新たな収益源の獲得に努めてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下

のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

　

(1)　経済・広告市場の動向による収入減

当社の売上高の大部分を占めるＢＳデジタル放送事業は、主に広告主への放送時間枠の販売による収入で構成

されております。一般に、国内の総広告費と景気の変動には密接な関係があるため、経済が低迷した場合には、

その結果として国内の総広告費が減少する可能性があります。ＢＳデジタル放送事業（タイム収入、スポット収

入）においても広告主企業の業績によって大きな影響を受けるため、国内外の経済環境の急変や生産活動の停滞

等が発生した場合、広告市場も影響を受け、当社の経営成績及び財政状態に影響が生じる可能性があります。今

後、景気動向に加え、広告主企業のマーケティング等の広告施策における構造的な変化が生じた場合、当社の経

営成績及び財政状態に影響が生じる可能性があります。

　

(2)　放送業界及び競合メディア普及によるシェア低下

ＢＳデジタル放送は、受信機器の普及台数が順調な伸びを示しており、広告媒体としての価値が向上しており

ます。しかしながら地上放送を主とする放送業界は、既存放送局による市場の寡占が著しく、その中にあって当

社は、無料ＢＳデジタル放送事業者としての強みを発揮しながら、視聴世帯数の向上並びにシェア拡大が喫緊の

課題であると認識しております。しかしながら、目標とする視聴世帯数が獲得できず、無料ＢＳデジタル放送業

界内でのシェア拡大が図れなかった場合、当社の媒体価値が低下及び広告主による出稿減少が生じることとな

り、当社の経営成績及び財政状態に影響が生じる可能性があります。

また、国内における携帯電話、スマートフォン等のタブレット端末の普及、更にブロードバンド等を通じたデ

ジタルメディアが一般家庭に広く普及したことにより、視聴者の視聴習慣が変化し、テレビ放送自体の視聴時間

の減少や、視聴世帯数の低下傾向が続いた場合、業界内の競争激化及び構造変化が進み、当社の経営成績及び財

政状態に影響が生じる可能性があります。

　

(3)　放送業界における法的規制等の影響

当社のＢＳデジタル放送事業は、「放送法」及び「電波法」等の関係法令による規制を受けており、また一般

社団法人日本民間放送連盟の定める放送基準に沿った放送を行っております。

「放送法」は、放送の健全な発展を図ることを目的とし、放送番組審議機関を設置すること等を定めており、

当社は、同法に基づき委託放送事業者（衛星基幹放送事業者）の認定を平成17年12月に受けております。

「電波法」は、電波の公平且つ能率的な利用を確保することによって、公共の福祉を増進することを目的とし

て、無線局の免許の取得・更新に関わる規則、免許の有効期間等を定めており、当社は、同法に基づき無線局免

許を平成20年11月に取得しております。

一般社団法人日本民間放送連盟の定める放送基準は、放送事業者が、社会の一員として、放送番組が一定のレ

ベルを確保するために考えておかなければならない当然のことを確認するための自主基準であります。

当社は、これらの法令等に現時点で抵触している事実はなく、将来に亘り法令等を遵守し、事業を行ってまい

る所存でありますが、仮に放送法の規定により認定の取消等を受けた場合、電波法の規定により免許の取消等を

受けた場合、又は一般社団法人日本民間放送連盟及び関係省庁等による新たな規制等が施行された場合、若しく

は業界慣行等により当社の事業政策に影響が生じることとなった場合は、当社の経営成績及び財政状態に影響が

生じる可能性があります。

　

(4)　外国人等が取得した株式の取り扱いについて

外国人等が直接保有する議決権の合計が、当社議決権の５分の１以上を占めることとなる場合は、放送法の規

定により、ＢＳデジタル放送事業者としての認定が取り消される場合があります。この場合、当社は放送法の規

定に基づき当該外国人等が取得した当社株式について、株主名簿への記載を拒否することができるとされており

ます。なお、外国人等の有する当社議決権の割合が、100分の15に達した場合は、放送法の規定に基づき、その

割合を６ヶ月ごとに公告いたします。

　

(5)　コンプライアンス違反

① 不祥事・放送事故等
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当社の社員及び派遣・請負スタッフによる不祥事、放送事故、不適切な内容の放送、番組制作過程でのトラ

ブルや事故など当社の責任の下に防止策を講ずべき分野は多岐に亘っております。当社では、リスク管理委員

会が洗い出した様々なリスクについて回避・転嫁・軽減・許容のための検討を行い、日々対策を講じておりま

す。しかしながら、こうしたリスクが顕在化した場合には、当社の社会的信用が著しく失墜し、当社の経営成

績及び財政状態に影響が生じる可能性があります。

② 個人情報保護法

当社は、番組の出演者、番組プレゼントの応募等のサービスにおいて、個人情報を保有する個人情報取扱事

業者に該当することから、当該個人情報の取扱いについては、個人情報の保護に関する法律（個人情報保護

法）を遵守するとともに引き続き十分な対策を講じてまいります。また、社会保障・税番号制度（マイナン

バー）に関する特定個人情報についても、十分な管理体制の構築と対策を講じてまいります。しかしながら、

これらの個人情報の漏洩や不正アクセス、不正利用などの事態が発生した場合は、当社の社会的信用が著しく

失墜し、当社の経営成績及び財政状態に影響が生じる可能性があります。

③ 下請法等

当社番組の制作会社への番組制作委託の発注にあたっては、独占禁止法及び下請代金支払遅延等防止法（下

請法）の規制を受けており、下請事業者等との公正な取引が要請されております。当社では、下請法を遵守す

るとともに、コンプライアンス担当部署において定期的に役員及び社員に対する研修・教育を行っておりま

す。しかしながら、これらの法令に抵触する事態が発生した場合、当社の社会的信用が著しく失墜し、当社の

経営成績及び財政状態に影響が生じる可能性があります。

　

(6)　視聴世帯数低下による収入減

ＢＳデジタル放送事業において、番組の視聴世帯数は視聴者の皆様からのご支持を測定するうえで、重要な指

標となっており、また、放送時間枠等の販売価格を決定する重要な要素となっております。当社が放送する番組

の視聴世帯数を向上させるためには、視聴者の皆様からのより高いご支持を得ることができる番組を放送する必

要がありますが、放送する番組において、視聴者の皆様からのご支持が得られない場合には、視聴世帯数の低下

を招き、広告収入の減少に直結することから、当社の経営成績及び財政状態に影響が生じる可能性があります。

　

(7)　放送権料の高騰

当社で放送される番組のうち、配給会社や権利元から放送権を購入している海外ドラマ等の購入番組について

は、視聴者の皆様のご支持が確立し、視聴者層が拡大する反面、当該購入番組の放送権料は、上昇傾向にありま

す。

今後、遍く国内の視聴者の皆様に良質な番組を提供するＢＳデジタル放送事業者としての使命を全うすべく、

より質の高い番組の購入を進めて参りますが、当該購入番組の放送権料が著しく高騰した場合、当社の経営成績

及び財政状態に影響が生じる可能性があります。

　

(8)　収益の偏重による収入減

当社の収益は、ショッピング、ドラマ、アニメ、競馬の番組に、より比重が高いものとなっており、これらの

収益番組をより盤石なものとする一方、新たな収益の柱となる強力なコンテンツの制作・獲得及び新規事業ス

キームの創造が喫緊の課題であると認識し、収益基盤の見直し、構造改革に取り組んでおります。今後、これら

収益の柱となる番組が何らかの事由により終了した場合は、当社の経営成績及び財政状態に影響が生じる可能性

があります。
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(9)　大規模災害等による損害

当社の主要な収入である広告収入は、景気動向と密接に連動しており、大規模な災害が発生し、経済に重大な

影響が生じる場合には、広告収入が直接影響を受けることとなります。また、放送事業者は放送法の規定によ

り、災害が発生した場合又はそのおそれがある場合にその予防並びに被害軽減のための放送を義務付けられてお

り、災害が発生した場合には、予定されていたＣＭや番組の放送を休止し、緊急に特別番組を編成する等の措置

を講ずることとなります。このような事態に至った場合、当該放送休止に伴い、広告収入が減少するため、当社

の経営成績及び財政状態に影響が生じる可能性があります。

　

(10)　放送機材の障害

当社が番組を放送するために使用している放送用機材、放送設備及び放送衛星は、不具合等による障害が発

生する可能性があります。当社は、バックアップ用放送設備等を保有しており、万が一の障害発生時には、代

替システムの使用が可能であります。しかしながら、大規模災害等の発生により、代替システムも含め同時に

障害が発生した場合は、番組の放送が不可能となり、当社の経営成績及び財政状態に影響が生じる可能性があ

ります。

　

(11)　当社保有コンテンツの違法コピー等

ＢＳデジタル放送事業において放送される番組は、その特性から、番組をコピーしても画質が劣化しないこ

とから、違法な複製利用が横行した場合、放送事業者や権利者に著しい不利益をもたらします。当社番組が違

法な複製及びインターネット上の動画投稿サイト等へアップロードされた場合には、当該サイト運営会社等に

対し都度措置を講じておりますが、このような違法行為が現状以上に横行した場合、視聴世帯数の低下を招

き、当社の経営成績及び財政状態に影響が生じる可能性があります。

　

(12)　アニメーション・映画等への出資について

当社は、ＢＳデジタル放送事業以外の収益源を確保するため、積極的に国内アニメーション作品、映画作品

等への出資を行っております。これらの出資を行う場合には、効果や収支パターンの分析を慎重に行ったうえ

で投資判断を行っておりますが、これらの出資に対する収入は主にＤＶＤ、ＢＤ（ブルーレイディスク）の販

売、作品放送権の販売に依存しており、更に映画事業については劇場への観客動員数も出資の成否を決める重

要な要素となっており、当初計画した収益が得られない場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響が生じ

る可能性があります。

　

(13)　設備投資が収益に結びつかないリスク

当社は、放送技術の向上や番組等のコンテンツ制作力強化のための設備投資を計画的に進めており、今後も

同様の方針に基づき、視聴者の皆様により良質な番組を提供できるよう経営基盤の構築に邁進してまいる所存

であります。しかしながら、一般に放送事業は放送設備の更新を始めとして資金需要が旺盛であり、また、今

後、放送様式の変更等が行われることに伴い、多額の設備投資を実施することが見込まれますが、当該設備投

資が十分な利益の確保に繋がらない場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響が生じる可能性がありま

す。

　

(14)　親会社が支配権を有することに伴うリスク

当社の親会社である㈱ビックカメラは、当事業年度末時点において、当社発行済普通株式の62.6％を所有し

ており、当社取締役及び監査役の選解任、合併その他の組織再編の承認、重要な事業の譲渡、当社定款の変更

及び剰余金の配当等の当社の基本的事項についての決定権又は拒否権を引き続き有することとなります。当社

の経営及びその他の事項に関して、他の株主の意向にかかわらず㈱ビックカメラが影響を与える可能性があり

ます。なお、親会社に対する事前承認事項はなく、当社が独自に経営の意思決定を行っており、親会社との取

引については、法定の会議体である取締役会においてチェックをする体制を採っております。

本書提出日現在、当社の取締役９名中１名は㈱ビックカメラの代表取締役副社長であります。また、当社

は、㈱ビックカメラ及びその子会社との間で広告の出稿を中心とした様々な取引を行っており、かかる取引関

係が終了又は変動した場合は、当社の経営成績及び財政状態に影響が生じる可能性があります。なお、㈱ビッ

クカメラを中心とする企業グループ内に当社と競合する会社はありません。

① ビックカメラグループとの取引関係について
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当社は、ビックカメラグループに属する会社と取引を行っています。当事業年度における重要な取引は、

「第５ 経理の状況 １ 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項 関連当事者情報」に記載しております。

② 当社役員の㈱ビックカメラの役員との兼任について

前述のとおり、当社の取締役９名のうち川村仁志が㈱ビックカメラの代表取締役副社長を兼任しておりま

す。これは、当社の経営体制強化を目的とするものであります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この財務諸表の作成にあたって、見積りが必要な事項につきましては、一定の会計基準の範囲内にて合理的な基

準に基づき、会計上の見積りを行っております。これらの見積りについては、過去の実績等を勘案し合理的に判

断しておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これらの見積りとは異なることがあります。

当社の財務諸表の作成にあたって採用している重要な会計方針は「第５　経理の状況　１ 財務諸表等　(1)財

務諸表　注記事項（重要な会計方針）」に記載のとおりであります。

 

(2) 財政状態の分析

当事業年度における総資産は、前事業年度末に比べ 1,038,197千円増加し、 15,980,479千円（前年同期比

6.9％増加）となりました。主な要因は、現金及び預金が 761,552千円、売掛金が 339,028千円増加したことによ

るものであります。

当事業年度における負債合計は、前事業年度末に比べ、155,371千円減少し、1,699,608千円（前年同期比

8.4％減少）となりました。主な要因は、買掛金が 136,408千円増加したものの、未払金が 264,862千円減少した

ことによるものであります。

当事業年度における純資産合計は、前事業年度末に比べ、1,193,569千円増加し、14,280,870千円（前年同期比

 9.1％増加）となりました。主な要因は、利益剰余金が前事業年度の期末配当金 267,041千円により減少したも

のの、当期純利益の計上に伴い利益剰余金が増加したことによるものであります。　

 
(3) 経営成績の分析

当社の経営成績の概要につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(1) 業績」をご参照くださ

い。損益計算書の主要項目ごとの前事業年度との主な増減要因等は、次のとおりであります。

① 売上高・売上総利益

当事業年度における売上高は、タイム収入及びスポット収入の増加により 10,212,123千円（前年同期比

15.2％増加）となりました。、また、売上原価は、番組制作費等の効率的な運用に努めた結果、4,628,466千円

（前年同期比 11.2％増加）となり、売上総利益は 5,583,657千円（前年同期比 18.7％増加）となりました。

② 販売費及び一般管理費・営業利益・経常利益・税引前当期純利益

当事業年度における販売費及び一般管理費は、売上高増加に伴う代理店手数料の増加及び番組宣伝のための広

告宣伝費の増加等に伴い 3,474,949千円（前年同期比 26.6％増加）となったものの、営業利益は 2,108,708千円

（前年同期比 7.6％増加）となりました。

営業外収益は、保険解約返戻金の計上により 30,215千円（前年同期比 458.6％増加）、営業外費用は、上場関

連費用等の減少により 1,656千円（前年同期比 96.9％減少）となり、この結果、経常利益は 2,137,267千円（前

年同期比 11.8％増加）、受取補償金 23,940千円を計上したことにより、税引前当期純利益は 2,161,207千円

（前年同期比 13.2％増加）となりました。

③ 法人税等・当期純利益

当事業年度における法人税、住民税及び事業税 697,289千円、法人税等調整額 3,307千円を計上した結果、当

期純利益は 1,460,610千円（前年同期比 20.0％増加）となりました。
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(4) キャッシュ・フローの状況の分析

当社のキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2) キャッ

シュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりであります。

  平成25年８月期 平成26年８月期 平成27年８月期 平成28年８月期

自己資本比率 （％） 89.9 91.6 87.6 89.4

時価ベースの自己資本比率 （％） ― 124.8 113.4 108.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 （％） 5.5 3.0 1.6 0.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍） 373.0 220.7 974.9 1,970.9
 

自己資本比率:自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率:有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ:キャッシュ・フロー／利払い
　

（注）１．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式を除く）により算出しておりま

す。

　　　２．キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使

用しております。

     ３．有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。

     ４．利払いにつきましては、キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社は、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に記載のとおり、市場環境の変化、業界特有の法的規

制、コンプライアンスと内部管理体制、大規模災害、多額の設備投資等、様々なリスク要因が当社の経営成績に

重要な影響を与える可能性があると認識しております。

そのため、当社は、魅力あるコンテンツの制作及び放送、社内管理体制の確立、内部統制の強化、セキュリ

ティ対策等により、経営成績に重要な影響を与えるリスク要因を分散し、リスクの発生を抑え、適切に対応して

まいる所存であります。

 

(6) 経営者の問題意識と今後の方針について

当社の経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき、迅速かつ最善の経営戦略の立案及び施策の実

施に努めております。

また、業界を取り巻く環境の変化、視聴者及び広告主のニーズの多様化等、外部環境が大きく変化する可能性

もあることから、幅広い視点で俯瞰した経営戦略の重要性、必要性を認識しております。

そのような認識の下、当社は平成22年４月に社団法人日本民間放送連盟（現 一般社団法人日本民間放送連盟）

に入会することで業界における信用力を高め、また平成23年10月から接触率調査（平成25年４月から機械式視聴

世帯数調査に移行）に参加し、視聴世帯数を把握・向上させることで、放送時間枠の広告媒体としての価値を

年々高めてきております。しかしながら、当社が今後も継続的に成長するためには、放送コンテンツの充実や効

果的な広告宣伝の実施等によるクオリティ向上、視聴世帯数の向上、番組制作体制の充実及び収益基盤の多角化

によって放送時間枠の付加価値をより高め、収益力を強化することが重要であると考えており、更なる業容の拡

大を図ってまいる所存であります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資の総額は、195,870千円であります。その主な内容は、中継受けサブ設備一式 48,300千円等

であり、自己資金を充当いたしました。

なお、設備投資金額には、無形固定資産への投資が含まれております。

 

２ 【主要な設備の状況】
 平成28年８月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械及び
装置

工具、器具
及び備品

土地
(面積㎡)

リース
資産

合計

本社(東京都
千代田区)

本社事務所、
スタジオ及び
放送設備

2,416,344 205,251 101,763
4,034,756
(1,636.99)

8,091 6,766,208 82

 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当社の事業セグメントは、ＢＳデジタル放送事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はして

おりません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

 

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

 

提出
会社

  本社
（東京都
 千代田区）

スタジオ設備の放送関
連機材

200,000 ― 自己資金
平成29年
８月期中

平成29年
８月期中

番組制作体制
の充実

 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 重要な設備の除却等

     該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 56,000,000

計 56,000,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成28年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月17日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,802,832 17,802,832
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 17,802,832 17,802,832 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年12月16日
（注）１.

3,599,258 7,198,516 ― 2,749,782 ― 2,083,573

平成26年３月11日
（注）２.

1,380,000 8,578,516 1,161,615 3,911,397 1,161,615 3,245,188

平成26年４月８日
（注）３.

322,900 8,901,416 271,801 4,183,198 271,801 3,516,989

平成26年８月１日
（注）４.

8,901,416 17,802,832 ― 4,183,198 ― 3,516,989
 

(注) １. 株式分割（1：2）による増加であります。

　　　２. 有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)

　　　　　　 発行価格　　　　 　1,820円

　　　　　　 引受価額 　　 　  1,683円50銭

　　　　 　　資本組入額　　 　   841円75銭

　　　３. 有償第三者割当(オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資)

　　　　　　 発行価格 　　 　　 1,820円

　　　　　　 資本組入額 　　　   841円75銭

            割当先         野村證券㈱

　　　　４. 株式分割（1：2）による増加であります。

　

(6) 【所有者別状況】

平成28年８月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) ― 21 18 148 32 74 17,225 17,518 ―

所有株式数
(単元)

― 16,209 405 123,570 6,444 107 31,252 177,987 4,132

所有株式数
の割合(％)

― 9.11 0.23 69.42 3.62 0.06 17.56 100.00 ―
 

（注）自己株式94株は「単元未満株式の状況」に含めて記載しております。
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(7) 【大株主の状況】

平成28年８月31日現在　

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ビックカメラ 東京都豊島区高田三丁目23番23号 11,140,136 62.58

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 789,000 4.43

内藤　征吾 東京都千代田区 447,100 2.51

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 381,700 2.14

MSCO CUSTOMER SECURITIES
 
（常任代理人 モルガン・スタンレー
ＭＵＦＧ証券株式会社）

1585 BROADWAY NEY YORK NEW YORK,10036，
U.S.A.
（東京都千代田区大手町一丁目９番７号 大
手町フィナンシャルシティ サウスタワー）

140,000 0.79

株式会社毎日映画社 東京都千代田区神田駿河台二丁目５番地 111,340 0.63

株式会社毎日新聞社 東京都千代田区一ツ橋一丁目１番１号 98,320 0.55

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口９）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 94,700 0.53

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
505050
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営
業部）

27－１ YOUIDO－DONG，GU，SEOUL KOREA
 
（東京都港区港南二丁目15番１号 品川イン
ターシティＡ棟）

86,600 0.49

資産管理サービス信託銀行株式会社
（証券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 晴美アイ
ランドトリントンスクエア オフィスタワー
Ｚ棟

85,000 0.47

計 － 13,373,896 75.12
 

(注) 信託銀行等の信託業務に係る株式数については、当社として網羅的に把握することができないため、株主名簿上

の名義での保有株式数を記載しております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

17,798,700
177,987

権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であり、単元株式数
は100株であります。

単元未満株式
普通株式

4,132
― ―

発行済株式総数 17,802,832 ― ―

総株主の議決権 ― 177,987 ―
 

(注）「単元未満株式」の「株式数」の欄には、当社所有の自己株式94株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

（注）当社所有の自己株式94株はすべて単元未満株式であるため、上記には含めておりません。

 
(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 普通株式
 
 

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。
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(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　　　

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（　―　） ― ― ― ―

保有自己株式数 94 ― 94 ―
 

(注)　当期間における保有自己株式には、平成28年11月１日から本書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

数は含まれておりません。

　

３ 【配当政策】

当社は、株主への適正な利益配分を最も重要な経営課題の一つと考えております。

配当政策の基本方針といたしましては、ＢＳデジタル放送事業者という高い公共性に鑑み、永続的かつ健全な経営

の維持に努めるとともに、財務体質の強化と内部留保の充実を考慮しつつ、将来の事業展開等を総合的に勘案した上

で、長期にわたり安定した利益配当を継続的に実施する方針であります。

毎事業年度における配当につきましては、年１回の期末配当を行うことを基本としております。

当事業年度の配当につきましては、１株当たり期末配当17円00銭としております。

また、当社は、会社法第459条第１項に基づき、取締役会の決議によって、期末配当、中間配当、そのほか基準日

を定めて剰余金の配当をすることができる旨を定款に定めておりますが、期末配当の決定機関は株主総会といたして

おります。

内部留保資金につきましては、良質な番組の制作や効率的な広告宣伝、設備投資等有効に活用する所存でありま

す。

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、次のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)

平成28年11月16日
定時株主総会決議

302,646 17.00
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成24年８月 平成25年８月 平成26年８月 平成27年８月 平成28年８月

最高(円) ― ―
2,234

※ 1,124
1,388

◆ 1,282 1,199

最低(円) ― ―
1,670
※ 920

840
◆ 1,037 850

 

(注) １．当社株式は、平成26年３月12日付で東京証券取引所市場第二部に上場しております。それ以前について

は、該当事項はありません。

２．当社は、平成26年８月１日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。※印は、当該株式分

割による権利落後の株価であります。

３．最高・最低株価は、平成27年３月12日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は東

京証券取引所市場第二部における株価を記載しております。なお、第17期の最高・最低株価のうち、◆印

は東京証券取引所市場第二部における株価であります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成28年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 1,150 1,081 1,039 1,013 1,030 1,010

最低(円) 996 975 971 934 986 966
 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性 11名　女性 １名　（役員のうち女性の比率 8.3％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役

会長兼社長

経営戦略局担

当
齋藤　知久 昭和24年１月18日

昭和53年11月

 

平成12年６月

 

平成15年６月

 

平成16年６月

 

平成17年４月

 

平成18年６月

 

平成21年６月

平成21年６月

平成21年６月

平成21年９月

平成21年11月

平成23年９月

平成25年６月

平成26年９月

平成27年２月

平成27年11月

 

小西六写真工業株式会社（現 コニカミノル

タ株式会社）入社

コニカマーケティング株式会社 代表取締役

社長

コニカミノルタホールディングス株式会社　

執行役

コニカミノルタフォトイメージング株式会社

常務取締役

Konica Minolta Photo Imaging U.S.A. Inc.

代表取締役社長

コニカミノルタビジネステクノロジーズ株式

会社 取締役

株式会社ビックカメラ 入社

当社 出向

当社 執行役員営業担当

当社 執行役員営業局長 兼 営業開発部長

当社 取締役営業局長 兼 営業開発部長

当社 取締役営業局長

当社 取締役副社長

当社 代表取締役副社長

当社 代表取締役会長

当社 代表取締役会長 兼 社長 経営戦略局

担当（現任）

(注)３ 2,800

専務取締役

編成局・制作

局・営業局・

ソリューショ

ン営業局・報

道局・技術局

担当

小野寺　徹 昭和32年11月30日

昭和56年４月 日本テレビ放送網株式会社 入社

(注)３ 500

平成10年12月 株式会社ＢＳ日本 出向

平成14年７月 同社 営業局次長

平成15年６月

 

日本テレビ放送網株式会社 コンテンツ事業

局出版部長

平成18年７月 同社 編成局宣伝部長

平成19年７月 同社 コンテンツ事業局番組販売部長

平成20年７月 株式会社ＢＳ日本 出向

平成20年12月 同社 営業局長

平成23年６月 同社 取締役営業局長

平成25年７月

 

日本テレビ放送網株式会社 コンプライアン

ス推進室次長

平成26年12月 当社 執行役員マーケティング室長

平成27年４月

 

当社 執行役員マーケティング局長 兼 コン

テンツ事業部長

平成27年11月

 

当社 常務取締役編成局・制作局・営業局・

マーケティング局・報道局・技術局担当

平成28年10月

 

当社 常務取締役編成局・制作局・営業局・

ソリューション営業局・報道局・技術局担当

平成28年11月

 

 

当社 専務取締役編成局・制作局・営業局・

ソリューション営業局・報道局・技術局担当

（現任）

取締役

取締役編成局

長 兼 編成部

長

二木　啓孝 昭和24年11月29日

昭和58年４月 株式会社日刊現代 編集局入社

(注)３ 2,600

昭和60年４月 同社 編集局ニュース編集部部長

平成18年６月 当社 取締役

平成19年10月

 
当社 取締役営業・編成・報道制作担当 兼

編成部長

平成20年３月 当社 取締役編成局長

平成21年９月 当社 取締役編成・制作局長 兼 広報企画部

長

平成23年９月 当社 取締役編成局長

平成24年７月

 

平成25年６月

平成26年10月

平成27年９月

平成27年11月

 

平成28年10月

当社 取締役編成局長 兼 編成マーケティン

グ部長

当社 取締役報道局長

当社 取締役報道局管掌

当社 取締役編成局・制作局管掌

当社 取締役制作局管掌 兼 編成局長 兼 編

成部長

当社 取締役編成局長 兼 編成部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

経理局長 兼

内部統制・コ

ンプライアン

ス・マイナン

バー制度担当

下野　芳裕 昭和30年９月30日

昭和54年４月

 

株式会社富士銀行（現 株式会社みずほ銀

行） 入行

(注)３ 2,600

平成13年５月

平成15年10月

同行 福山支店長

同行 大宮支店長

平成19年８月 株式会社東洋新薬 東京営業第二部長

平成22年４月 同社 執行役員東京営業第四部長

平成24年７月 当社 執行役員管理局長

平成24年11月

平成27年９月

平成27年11月

 

当社 取締役管理局長

当社 取締役営業局・マーケティング局管掌

当社 取締役経理局長 兼 内部統制・コンプ

ライアンス・マイナンバー制度担当（現任）

取締役
ソリューショ

ン営業局長
田﨑　勝也 昭和36年４月２日

昭和62年12月

 

平成13年４月

 

平成14年10月

平成19年10月

平成21年８月

平成25年６月

平成27年11月

平成28年11月

 

社団法人民間活力開発機構（現 一般社団法

人民間活力開発機構）入構

株式会社電通恒産サービス（現 株式会社電

通ワークス）入社

株式会社電通 入社

当社 営業２部担当部長

当社 営業局営業部長

当社 執行役員営業局長

当社 取締役営業局長

当社 取締役ソリューション営業局長

（現任）

(注)３ 500

取締役 経営戦略局長 平山　直樹 昭和36年10月29日

昭和60年４月

 

平成18年２月

平成21年１月

平成24年４月

平成25年５月

平成25年５月

平成26年６月

平成27年９月

平成28年８月

 

平成28年10月

平成28年11月

株式会社富士銀行（現 株式会社みずほ銀

行）入行

同行 鷺沼支店長

同行 香里支店長

同行 審査第１部参事役

当社 出向

当社 編成局編成マーケティング部長

当社 執行役員メディア戦略局長

当社 執行役員経営戦略局長

当社 執行役員経営戦略局長 兼 業務渉外室

長

当社 執行役員経営戦略局長

当社 取締役経営戦略局長（現任）

 
(注)３

 
200

取締役 ― 新井　良亮 昭和21年９月１日

昭和41年４月

昭和62年４月

平成９年10月

平成12年６月

平成14年６月

平成21年６月

平成23年６月

 

平成24年６月

平成25年11月

日本国有鉄道 入社

東日本旅客鉄道株式会社 入社

同社 東京地域本社事業部長

同社 取締役事業創造本部担当部長

同社 常務取締役事業創造本部副本部長

同社 代表取締役副社長事業創造本部長

同社 代表取締役副社長事業創造本部長 兼

株式会社ルミネ 代表取締役社長

株式会社ルミネ 代表取締役社長（現任）

当社 取締役（現任）

(注)３ 2,600

取締役 ― 山口　香 昭和39年12月28日

平成19年４月

平成20年４月

 

平成23年10月

 

平成26年６月

 

平成27年11月

武蔵大学 人文学部教授

国立大学法人筑波大学大学院 人間総合科学

研究科准教授

国立大学法人筑波大学 体育系准教授

（現任）

コナミホールディングス株式会社 取締役

（現任）

当社 取締役（現任）

(注)３ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 ― 川村　仁志 昭和30年９月３日

昭和51年４月

昭和58年６月

平成元年２月

平成10年３月

平成18年２月

平成19年11月

平成20年１月

平成20年11月

平成21年２月

平成23年６月

平成23年９月

 

平成25年１月

平成27年９月

 

平成27年11月

平成28年４月

 

平成28年９月

平成28年11月

 

株式会社ビックカラー 入社

株式会社ビックカメラ（高崎） 取締役店長

同社 代表取締役社長

株式会社生毛工房 代表取締役社長

株式会社ビックカメラ 総務部担当部長

当社 監査役

株式会社ビックカメラ 執行役員総務担当

同社 取締役（総務担当）

同社 取締役総務部長

株式会社東京計画 代表取締役社長

株式会社ビックカメラ 取締役執行役員総務

部長

同社 取締役副社長

同社 取締役副社長 副社長執行役員総務本部

長 兼 総務部長

当社 取締役（現任）

株式会社ビックカメラ 取締役副社長 副社長

執行役員総務本部長 兼 法務部長

同社 取締役副社長 副社長執行役員

同社 代表取締役副社長 副社長執行役員

（現任）

(注)３ 1,300

監査役

（常勤）
― 伊藤　秀行 昭和19年４月17日

昭和38年４月 東京国税局 入局

(注)４ 2,500

平成14年７月 雪谷税務署 税務署長

平成15年７月 税理士登録

平成15年７月 株式会社ビックカメラ 総務部担当部長

平成16年11月

平成23年１月

同社 常勤監査役

株式会社理論社 監査役

平成24年11月 当社 常勤監査役（現任）

監査役 ― 竹内　宏二 昭和15年７月５日

昭和39年４月 株式会社毎日新聞社 入社

(注)４ 1,300

平成８年６月

 

同社 取締役電波・メディア事業担当総合メ

ディア事業局長

平成12年６月

平成17年７月

株式会社メガポート放送 代表取締役社長

株式会社ビックカメラ 顧問

平成18年６月 日本精密測器株式会社 代表取締役社長

平成20年６月

平成21年２月

平成21年11月

平成22年11月

同社 代表取締役会長

当社 経営企画局顧問

当社 常勤監査役

当社 監査役（現任）

監査役 ― 小椋　英正 昭和29年１月21日

昭和52年４月

 

平成９年５月

平成12年１月

平成14年４月

平成15年５月

平成17年７月

平成21年９月

平成26年11月

平成27年２月

 

平成28年４月

 

平成28年４月

 

平成28年10月

 

株式会社富士銀行（現 株式会社みずほ銀

行）入行

同行 ニュービジネス審査室長

同行 神谷町支店長

同行 札幌支店長

同行 ビジネスソリューション部長

みずほキャピタル株式会社 常務取締役

東京短資株式会社 執行役員営業審査部長

当社 監査役（現任）

東短ホールディングス株式会社 執行役員経

営管理部長

東京短資株式会社 常務執行役員経営管理部

長 兼 審査部長

株式会社エクソーラメディカル 社外取締役

（現任）

東京短資株式会社 常務執行役員経営管理部

長 兼 審査部長 兼 関連事業部長（現任）

(注)５ 500

計 17,400
 　

(注) １．取締役 新井良亮及び山口香は、社外取締役であります。

２．監査役 伊藤秀行及び小椋英正は、社外監査役であります。

３．取締役の任期は、平成28年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年８月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４．監査役 伊藤秀行及び竹内宏二の任期は、平成25年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年８月期

に係る定時株主総会終結の時までであります。

５．監査役 小椋英正の任期は、平成26年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年８月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。
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６．当社は、執行役員制度を導入しております。本書提出日現在における執行役員は次の６名であります。

役職名 氏名

執行役員制作局長 兼 技術局長 遠　藤　　　寛

執行役員制作局専任局長 磯ヶ谷　好　章

執行役員報道局長 鈴　木　達　郎

執行役員秘書室長 板　井　俊　二

執行役員営業局長 兼 営業部長 羽　川　　　寛

執行役員営業局業務推進部長 阿久井　香　織
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

コーポレート・ガバナンスに関する諸施策の検討・実現は、経営の最重要課題の１つであるとの認識に基づき、

当社は監査役会設置会社として、取締役会による取締役の業務執行状況の監督、監査役及び監査役会による監査を

軸に経営監視の体制を構築しておりますが、コンプライアンスに基礎を置く内部統制体制の整備により、経営監視

体制の一層の強化を図っております。

当社は、経営環境の変化に適切に対応し、経営効率を最大化することにより、株主をはじめとするステークホル

ダーに最大限の利益を還元できる体制を構築することが、最も重要と考えております。

　

① 企業統治の体制

イ 企業統治の概要

当社における企業統治の体制は、次のとおりであります。

当社は、監査役会制度を採用しております。監査役会は監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、取締

役の業務執行を監査・監視しております。当社は社外監査役を含めた監査役による監査体制が経営監視機能とし

て有効であると判断し、当該制度を採用しております。

取締役会は、取締役９名（うち社外取締役２名）で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役間の相互牽制

により取締役の職務の執行を監督しております。取締役会は、取締役会規程に基づき、原則として毎月１回の定

時取締役会を開催しているほか、経営上の重要事項が発生した場合には、必要に応じて臨時取締役会を開催して

おります。取締役会では、法令及び社内規程に従って重要事項を審議、決定するほか、各部署の担当取締役から

経営成績、業務執行状況及び予算実績差異報告等を受けております。

経営会議は、常勤取締役及び執行役員で構成され、常勤監査役も出席しております。原則として毎月２回開催

し、取締役会付議事項及びその他社内規程に定められた事項の決定をしております。経営会議の構成員である常

勤取締役及び執行役員は、業務執行状況を報告するとともに、関係法令に抵触する可能性のある事項がある場合

は、必ず経営会議に報告しております。

放送番組審議会は、放送法第６条及び第７条の規定により放送事業者に対して設置が義務付けられているもの

であり、当社における放送番組審議会は、各界の有識者等により構成され、取締役社長の諮問により、放送番組

の適正を図るため必要な事項を審議するほか、当社に対して意見を述べることができることとなっております。

また、当社は、放送番組審議会の答申及び意見に対しては、これを尊重して必要な措置を講ずる義務がありま

す。なお、放送番組審議会における諮問及びこれに対する答申、意見の内容、講じた措置等をまとめた議事録を

公表することとされており、当社においてもホームページ上にて、適正に公表しております。

 

ロ 内部統制システムの整備に関する基本方針
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当社は、業務の適正及び財務報告の信頼性を確保するための体制（以下「内部統制システム」と総称する。）

の整備として、基本方針を制定しております。取締役会は、内部統制システムの整備・運用について不断の見直

しを行い、効率的で適法、適正な業務の執行体制を確立しております。

ａ．取締役及び使用人（以下「取締役等」という。）の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

・取締役等の職務の執行が法令及び定款に適合し、企業倫理を重んじかつ社会的責任を果たすため、「企業

行動憲章」を取締役等に周知徹底させる。

・取締役社長がコンプライアンス委員長及び委員を指名し、社内に委員会事務局を設置する。公益通報の窓

口を当社が委託する法律事務所に設置する。コンプライアンス委員会事務局は、取締役等に対し、コンプ

ライアンスに関する研修、マニュアルの作成・配布等を行うことにより、取締役等のコンプライアンスに

関する知識を高め、これを尊重する意識を醸成する。

・「取締役会規程」に基づき、会議体において各取締役の職務の執行状況についての報告がなされる体制を

整備する。

・組織、職制、指揮命令系統及び業務分掌等を定めた「組織規程」、「職務分掌規程」及び決裁制度の運用

に関する基本的事項を定めた「職務権限規程」に基づき、これらの規定に従い職務の執行がなされる体制

を整備し、経営環境の変化に対応する。

・コンプライアンス相談窓口、個人情報お問合せ窓口を設置し、広く社内外からの情報の入手及びその活用

を図る体制を整備する。コンプライアンス相談窓口の運用は、「公益通報者保護規程」に従い、取締役等

が社内での法令違反行為等についての相談又は通報を行いやすい体制を構築するとともに、相談者・通報

者に対して不利益な取扱いは行わないものとする。

・内部監査が実効的に行われることを確保するための体制を整備し、高い専門性及び倫理観を有する内部監

査室による監査を実施する。

　ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制については、「取締役会規程」、「文書管理

規程」に定めるところによる。

　ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・取締役社長がリスク管理担当役員を指名し、リスク管理の統括部門は経営戦略部とする。リスク管理担当

役員及び経営戦略部は、「リスク管理規程」に基づき、当社のリスクを網羅的に把握・管理する体制（以

下「リスク管理体制」という。）の構築を行い、これを運用する。リスク管理体制は、社会環境の変化に

対応する。

　ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・「取締役会規程」に基づき、月１回の定時取締役会並びに随時行う臨時取締役会において重要事項の決定

並びに取締役の業務執行状況についての情報を共有する。

・経営会議は、原則として月２回開催し、重要な決定事項のうち取締役会決議事項以外の決定及び取締役会

付議事項の検討を行うものとする。

・迅速かつ効率的な業務執行を行うため、番組検討会・経営幹部会等の諸会議を開催し、その検討結果を経

て経営会議及び取締役会で決議するものとする。

・予算制度に基づき月次業績を適時に把握し、必要に応じ対応策を検討・実施する。

　ｅ．当社における業務の適正を確保するための体制

・「企業行動憲章」その他必要な規程類に基づき、業務の適正を確保するための体制を整備する。

・リスク管理統括部門は、当社のリスクの評価及び管理の体制を適切に構築し、運用する。

・コンプライアンス委員会事務局は、当社の取締役等に対し、その役職、業務内容等に応じて必要な研修を

実施する。

・経営の効率化とリスク管理を両立させ、適正な財務報告を実現するため必要となるＩＴシステムを構築す

る。ＩＴシステムの構築にあたっては、「システム管理規程」や適正な体制を整備するとともに、経営環

境や組織、業務とＩＴシステムが相互に与える影響を考慮し、適切にその効果とリスクを評価した上で、

最適化、改善を図る。

・当社は、親会社との間で、上場企業としてお互いの立場を尊重しつつ経営の独立性を確保しながら適切に

業務を行い、企業グループとして社会的責任を全うするため、必要に応じて情報を共有する。

・当社は少数株主保護のため、親会社等との取引等に際しては、当該取引等の必要性及び当該取引条件が第

三者との通常の取引の条件と著しく相違しないことを十分に確認する。
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　ｆ．財務報告の信頼性を確保するための体制

・当社は、財務報告の重要事項に虚偽記載が発生するリスクを管理し、低減・予防するために、財務報告に

係る規程、内部統制を整備し、その運用を図るとともに、経営環境、組織や業務の変化、変更を評価し、

財務報告に係る規程や内部統制の見直しを適時適切に行う。

・取締役会は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に対して監督する。

・内部監査室は、内部統制監査を実施し、各事業年度において財務報告の信頼性を確保する体制を評価し、

その結果を取締役会に報告する。評価の結果、是正、改善の必要があるときには、各所管部門は、早急に

その対策を講ずる。

　ｇ．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

・「企業行動憲章」に、「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは断固として対決

し、関係遮断を徹底します。」と定め、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨むこととしている。

また「企業行動憲章」を取締役等に配布、更に社内研修等を通して周知徹底に努めている。

・総務部を反社会的勢力の対応部門とし、事案により所轄警察署や弁護士等の外部専門機関との連携を図る

ものとする。更に、反社会的勢力に関する情報の収集や、不当要求への適切な対応手法の指導を受けるこ

と等により、体制の強化に努めるものとする。

・新規の取引を検討する会社については、反社会的勢力との関わりを必ず調査し、問題ない場合にはじめ

て、取引を開始することとしている。また、「契約管理規程」に「反社会的勢力との関わりに関する調

査・確認」の条項を設け、締結する契約書には行為規範条項を設け、反社会的勢力との関わりがないこと

を保証させ、抵触した事実が発覚した場合には無催告で解除できるようにしている。既存の取引相手につ

いても社内規定上反社会的勢力との関わりがないことの確認を義務化している。

ｈ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項と当該使

用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役の職務を補助する使用人として適切な人員を選定する。

・当該使用人に対する指示の実効性と取締役からの独立性を確保するために、当該使用人の任命、異動、評

価、懲戒は、監査役会の同意を要するものとする。

ｉ．取締役等が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実効的

に行われることを確保するための体制

・取締役等は、法定事項のほか以下の事項を監査役に報告する。

　　　（ｉ）当社の経営・業績に影響を及ぼす重要な事項

　　　（ⅱ）内部監査室の活動概要

　　　（ⅲ）当社の内部統制に関する活動概要

　　　（ⅳ）コンプライアンス相談窓口の運用・通報の状況

・監査役へ報告した者が、当該報告をしたことを理由として人事上の不利な取扱いを受けないようにするも

のとする。

・監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会その他の重要な会議に出

席するものとする。

・監査役の職務の執行について生ずる弁護士、公認会計士等に対する費用の前払又は償還の手続きその他の

職務の執行について生ずる費用又は債務の処理は、監査役の職務に必要でないと認められる場合を除き、

会社がこれを負担する。

・監査役会は、代表取締役、内部監査室及び会計監査人その他監査業務を担当する部門と定期的な会議等を

持ち、また監査役と内部監査室・会計監査人との十分な連携を図ることにより、監査が実効的に行われる

ことを確保するための体制を整備する。

・監査役会は、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じ取締役等に対し、その説明

を求めることができる。
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ハ 内部統制システムの運用状況の概要

「内部統制システムの整備に関する基本方針」に沿った内部統制システムの整備及び運用状況は、次のとおり

であります。

a．取締役及び使用人（以下「取締役等」という。）の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

・方針に記載の項目については、既に基本的な制度等を整備済みであり、引き続き、適切な運用を行ってい

る。

・「公益通報者保護規程」に基づくコンプライアンス相談窓口については、社内に周知し、その活用が図られ

ており、コンプライアンス委員会及び取締役会において、定期的にその内容を報告している。

・個人情報保護については、「個人情報保護基本規程」に基づき、厳正な管理を行っている。

・内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、監査役及び会計監査人とも連携を図り、第18期において14回の

内部監査を実施した。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・「取締役会規程」、「文書管理規程」等に基づき、取締役会、経営会議等の議事録・会議書類、個人情報及

び機密情報等の適切な保存及び管理を行っている。

c．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・「リスク管理規程」に基づき、厳正な管理を行っている。

・定期的にリスク管理委員会を開催し、組織変更に伴う変更やリスクの見直しについて随時検討し、より実効

性のあるリスク管理体制の構築・強化に努めている。

d．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・「取締役会規程」「文書管理規程」等に基づき、第18期において、取締役会（定時12回、臨時4回）、経営

会議（定時22回、臨時12回）等を開催した。

・月次業績について、取締役会及び経営会議において適時に報告している。

e．業務の適正を確保するための体制　

・コンプライアンス担当部門及び関係部門は、法令研修（マイナンバー制度等）、インサイダー研修等を開催

している。また、親会社のコンプライアンス担当部門及び関係部門が、グループ全体を対象として開催する

法令研修等にも参加している。

・経営の効率化と適正な財務報告を確保するため、より効率的なシステム導入とＩＴ統制の強化を図ってい

る。

・親会社との間で、企業グループとしての社会的責任を全うするため、経営の独立性を確保しながら情報共有

を図っている。

・少数株主保護のため、親会社等との取引等については、取締役会等において取引の内容等の検討及び確認を

十分に実施している。

f．財務報告の信頼性を確保するための体制

・財務報告に係る内部統制の評価については毎期の決算時に行っており、適正な財務書類の作成に向けてその

体制の強化を図っている。

g．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

・社内研修等を通じて反社会的勢力排除に向けて周知徹底を行っている。

・「公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会」に加盟し、関係機関とも連携し、反社会的勢力排除に

向けた体制の強化を図っている。

・取引先についても、「契約管理規程」に基づきチェックを行い、反社会的勢力とは取引を行わないこととし

ている。

h．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項と当該使用

人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役の職務を補助すべき使用人として、内部監査室から１名を監査役補助使用人として選定している。

i．取締役等が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実効的

に行われることを確保するための体制

・監査役は取締役会等に出席するとともに、取締役等から経営・業績に影響を及ぼす重要な事項等について報

告を受けている。

・監査役は代表取締役、非業務執行取締役、会計監査人等と定期的な会議等を持ち、より広範な情報共有を

図っている。
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ニ リスク管理体制の整備

当社のリスク管理体制は、全社横断的なリスク管理委員会を中心に推進しており、市場、情報セキュリティ、

環境、労務、放送番組の内容・質・安全対策等事業を取り巻く様々なリスクに対する的確な管理を実践すること

を目的として「リスク管理規程」を定めております。

　

② 内部監査及び監査役監査

内部監査につきましては、代表取締役直轄の内部監査室（１名）を配置しております。会社の財産及び業務を適

正に把握し、各部門の業務執行が法令や社内規定に違反することのないよう内部牽制体制を構築しており、定期的

に内部監査を実施しております。監査結果につきましては代表取締役への報告を行い、改善の必要がある場合は当

該部門に是正の指示をしております。

監査役監査につきましては、毎月開催される取締役会に社外監査役を含め全員が参加しております。更に、常勤

監査役が経営会議等の重要会議に参加することにより、取締役と同水準の情報に基づいた監査が実施できる環境が

整備されております。

監査役会、内部監査室及び会計監査人は必要に応じて相互に情報交換及び意見交換を行う等連携して、監査の質

的向上を図っております。

　

③ 社外取締役及び社外監査役

社外取締役及び社外監査役個人と当社との間に人的関係、資本関係、取引関係その他の利害関係はありません。

社外取締役新井良亮及び山口香は、豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の経営全般に対して、様々な観

点からの助言を頂くため、選任しております。

社外監査役伊藤秀行は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

また、社外監査役小椋英正は、経営者として豊富な経験と幅広い見識を有しております。両氏の経歴等から当社の

監査に有用な意見を頂くため、選任しております。

伊藤秀行は、当社の親会社である㈱ビックカメラの出身であります。同社と当社との間には広告出稿等の取引が

ありますが、社外監査役個人と当社との間に特別な利害関係はありません。

社外取締役新井良亮は、㈱ルミネの代表取締役社長でありますが、同社と当社との間に人的関係、資本関係、取

引関係その他の利害関係はありません。同氏は当社からの独立性を有しており、㈱東京証券取引所に対し独立役員

として届け出ております。

社外取締役山口香は、国立大学法人筑波大学体育系准教授でありますが、同大学と当社との間に人的関係、資本

関係、取引関係その他の利害関係はありません。同氏は当社からの独立性を有しており、㈱東京証券取引所に対し

独立役員として届け出ております。

社外監査役小椋英正は、東京短資㈱の常務執行役員経営管理部長兼審査部長兼関連事業部長及び㈱エクソーラー

メディカル社外取締役でありますが、同社と当社との間に人的関係、資本関係、取引関係その他の利害関係はあり

ません。同氏は当社からの独立性を有しており、㈱東京証券取引所に対し独立役員として届け出ております。

当社は、社外取締役及び社外監査役の選任にあたり、独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはあ

りませんが、その選任に際しては、見識や専門的な知見に基づく適切な監督又は監査が遂行できることを個別に判

断しております。

　

④ 役員の報酬等

イ 役員区分ごとの報酬額の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（名）基本報酬
ストック

オプション
賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
125,550 125,550 ― ― ― 7

監査役

（社外監査役を除く。）
3,600 3,600 ― ― ― 1

社外役員 27,450 27,450 ― ― ― 4

 

（注）期末日現在の取締役は９名（うち２名は社外取締役）、監査役は３名（うち２名は社外監査役）でありま

す。
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ロ 役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

 

ニ 役員の報酬等の額又は算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

役員の報酬につきましては、株主総会の決議により、取締役及び監査役それぞれの報酬等の限度額が決定され

ております。各取締役及び監査役の報酬額は、取締役については取締役会が決定し、監査役については監査役会

の協議により決定しております。

 

⑤ 株式の保有状況

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数　                        ２銘柄

貸借対照表計上額の合計額　 104,750千円

 

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

該当事項はありません。

 

ハ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 

⑥ 会計監査の状況

当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、当該監査法人の会計監査を受けております。平

成28年８月期において業務を執行した公認会計士の氏名等は、次のとおりであります。

 

指定有限責任社員・業務執行社員　峯 敬

指定有限責任社員・業務執行社員　山本 道之

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

監査業務に係る補助者の構成　公認会計士２名、その他４名

 
⑦ 取締役会で決議できる株主総会決議事項

イ 自己株式の取得

当社は、資本政策の弾力化・機動性の向上を図るため、自己株式の取得について、会社法第459条第１項第１

号の規定により、同法第160条第１項の規定による決定をする場合以外の場合における同法第156条第１項に掲げ

る事項を取締役会決議をもって定めることができる旨定款で定めております。

 
ロ 剰余金の配当等の決定機関

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第459条第１項に定める事項については、法令に別段

の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって定めることができる旨定款に定めております。

 
ハ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第423条第１項の取締役及び監査役（取締役及び監査役であった者を含む。）の責任につい

て、それぞれが職務を遂行するに当たり期待される役割を十分に発揮することができるように、同法第424条

（総株主の同意による免除）の規定にかかわらず取締役会の決議によって法令の限度において免除することがで

きる旨を定款に定めております。
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⑧ 取締役の定数

当社の取締役は、３名以上10名以内とする旨定款に定めております。

 
⑨ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

 

⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主

総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであり

ます。

 

⑪ 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項及び当社定款に基づき、業務執行取締役等を除く取締役及び監査役の全員と会社

法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、いずれ

も法令が規定する最低責任限度額であります。

 

⑫ 支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方針に関する指針

当社は、支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針として、支配株主等との取引

条件等については、他の会社と取引を行う場合と同様に契約条件や市場価格を参考としてその妥当性を検討すると

ともに、社外取締役・社外監査役も参画した取締役会にて十分に審議した上で意思決定を行うこととし、支配株主

以外の株主の利益を阻害しないことに留意しております。

 

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監務に
基づく報酬(千円)

15,000 ― 15,000 ―
 

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前事業年度

 該当事項はありません。

当事業年度　

　該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度

該当事項はありません。　

当事業年度

該当事項はありません。　
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④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方法は、当社の事業規模及び監査法人から提示された監査計

画（監査範囲・所要日数・要員数等）を総合的に勘案し、適正な監査を遂行するうえで必要な金額を双方協議の

うえで決定しております。

また、監査報酬の決定にあたりましては、監査役会の同意を得ております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成27年９月1日から平成28年８月31日ま

で)の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構

へ加入し、情報を取得するとともに、監査法人及び専門的な情報を有する各種団体が主催する研修会・セミナー等に

参加し、財務諸表等の適正性の確保に努めております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

          
 (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年８月31日)
当事業年度

(平成28年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,131,997 6,893,550

  売掛金 1,499,318 1,838,346

  番組勘定 91,213 127,798

  貯蔵品 94 252

  前払費用 44,468 37,589

  繰延税金資産 99,370 95,407

  短期貸付金 25,000 －

  その他 1,615 781

  貸倒引当金 △100 △100

  流動資産合計 7,892,978 8,993,626

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 2,491,749 2,414,076

   構築物（純額） 2,704 2,268

   機械及び装置（純額） 186,967 205,251

   工具、器具及び備品（純額） 86,919 101,763

   土地 4,034,756 4,034,756

   リース資産（純額） 23,564 8,091

   建設仮勘定 7,131 －

   有形固定資産合計 ※１  6,833,793 ※１  6,766,208

  無形固定資産   

   商標権 1,607 2,493

   ソフトウエア 7,860 4,477

   その他 9,331 2,431

   無形固定資産合計 18,799 9,402

  投資その他の資産   

   投資有価証券 104,750 104,750

   繰延税金資産 14,628 15,283

   差入保証金 34,058 34,058

   その他 43,273 57,149

   投資その他の資産合計 196,710 211,240

  固定資産合計 7,049,303 6,986,852

 資産合計 14,942,281 15,980,479
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 (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年８月31日)
当事業年度

(平成28年８月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 228,031 364,440

  リース債務 17,621 10,078

  未払金 689,948 425,086

  未払費用 193,334 210,711

  未払法人税等 514,300 487,847

  未払消費税等 110,489 98,730

  前受金 5,639 16,363

  預り金 23,587 27,262

  流動負債合計 1,782,953 1,640,521

 固定負債   

  リース債務 10,348 269

  退職給付引当金 41,074 42,381

  その他 20,603 16,436

  固定負債合計 72,026 59,087

 負債合計 1,854,979 1,699,608

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,183,198 4,183,198

  資本剰余金   

   資本準備金 3,516,989 3,516,989

   資本剰余金合計 3,516,989 3,516,989

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 5,387,209 6,580,778

   利益剰余金合計 5,387,209 6,580,778

  自己株式 △96 △96

  株主資本合計 13,087,301 14,280,870

 純資産合計 13,087,301 14,280,870

負債純資産合計 14,942,281 15,980,479
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② 【損益計算書】

          
 (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成26年９月１日
　至 平成27年８月31日)

当事業年度
(自 平成27年９月１日
　至 平成28年８月31日)

売上高 8,865,501 10,212,123

売上原価 4,161,364 4,628,466

売上総利益 4,704,137 5,583,657

販売費及び一般管理費   

 代理店手数料 1,114,993 1,282,107

 広告宣伝費 621,386 1,002,336

 貸倒引当金繰入額 △1,500 －

 役員報酬 148,500 156,600

 給料及び手当 301,297 351,999

 退職給付費用 4,757 2,072

 減価償却費 15,483 37,324

 その他 539,149 642,509

 販売費及び一般管理費合計 2,744,068 3,474,949

営業利益 1,960,069 2,108,708

営業外収益   

 受取利息 1,403 751

 受取配当金 2,075 2,075

 保険解約返戻金 － 25,933

 その他 1,930 1,456

 営業外収益合計 5,409 30,215

営業外費用   

 支払利息 1,760 770

 休止固定資産減価償却費 22,876 －

 上場関連費用 28,600 －

 その他 － 886

 営業外費用合計 53,237 1,656

経常利益 1,912,241 2,137,267

特別利益   

 受取補償金 － 23,940

 特別利益合計 － 23,940

特別損失   

 固定資産除却損 ※１  2,433 －

 特別損失合計 2,433 －

税引前当期純利益 1,909,807 2,161,207

法人税、住民税及び事業税 558,799 697,289

法人税等調整額 134,315 3,307

法人税等合計 693,114 700,597

当期純利益 1,216,693 1,460,610
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【売上原価明細書】

 

  
前事業年度

(自 平成26年９月１日
至 平成27年８月31日)

当事業年度
(自 平成27年９月１日
至 平成28年８月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ  材料費  372,726 9.0 527,066 11.3

Ⅱ  労務費  279,186 6.7 319,248 6.8

Ⅲ  経費 ※1 3,503,521 84.3 3,818,735 81.9

    当期総製造費用  4,155,433 100.0 4,665,050 100.0

   期首番組勘定残高  97,144  91,213  

合計  4,252,578  4,756,264  

   期末番組勘定残高  91,213  127,798  

   売上原価  4,161,364  4,628,466  

      
 

　
　(注)　※1 主な内訳は、次のとおりであります。

前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

番組制作費 2,228,971 番組制作費 2,333,049

業務委託費 424,075 業務委託費 539,025

衛星利用料 407,502 衛星利用料 407,502

著作権料 124,672 著作権料 150,419

減価償却費 143,797 減価償却費 221,495
 

(原価計算の方法)

　 当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計算であります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成26年９月１日 至 平成27年８月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 4,183,198 3,516,989 4,393,050 △96 12,093,142 12,093,142

当期変動額       

剰余金の配当   △222,534  △222,534 △222,534

当期純利益   1,216,693  1,216,693 1,216,693

当期変動額合計 － － 994,158 － 994,158 994,158

当期末残高 4,183,198 3,516,989 5,387,209 △96 13,087,301 13,087,301
 

 
 当事業年度(自 平成27年９月１日 至 平成28年８月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 4,183,198 3,516,989 5,387,209 △96 13,087,301 13,087,301

当期変動額       

剰余金の配当   △267,041  △267,041 △267,041

当期純利益   1,460,610  1,460,610 1,460,610

当期変動額合計 － － 1,193,569 － 1,193,569 1,193,569

当期末残高 4,183,198 3,516,989 6,580,778 △96 14,280,870 14,280,870
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

          
 (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成26年９月１日
　至 平成27年８月31日)

当事業年度
(自 平成27年９月１日
　至 平成28年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 1,909,807 2,161,207

 減価償却費 182,156 258,820

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,500 －

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,595 1,306

 受取利息及び受取配当金 △3,478 △2,826

 支払利息 1,760 770

 受取補償金 － △23,940

 売上債権の増減額（△は増加） △130,624 △339,028

 たな卸資産の増減額（△は増加） 5,943 △36,742

 仕入債務の増減額（△は減少） △21,869 136,408

 未払金の増減額（△は減少） 16,179 150,091

 未払費用の増減額（△は減少） △84,210 17,437

 その他 54,448 23,187

 小計 1,936,209 2,346,691

 利息及び配当金の受取額 3,478 2,857

 利息の支払額 △1,834 △830

 法人税等の支払額 △149,799 △736,359

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,788,054 1,612,359

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △190,789 △565,739

 無形固定資産の取得による支出 △3,959 △11,770

 短期貸付金の回収による収入 － 25,000

 その他 △12,538 △13,875

 投資活動によるキャッシュ・フロー △207,286 △566,385

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △21,036 △17,621

 配当金の支払額 △222,469 △266,799

 財務活動によるキャッシュ・フロー △243,506 △284,421

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,337,261 761,552

現金及び現金同等物の期首残高 4,794,736 6,131,997

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  6,131,997 ※１  6,893,550
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法によっております。

 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 番組勘定

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっておりま

す。

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっ

ております。

 
３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。なお、建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建物　15～50年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 
４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

　　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法を適用しております。

 
５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

 
６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設備及び構築物に係

る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当事業年度において、財務諸表への影響額はありません。

 
(未適用の会計基準等)

　・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）

 
(1) 概要

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断

に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見

積る枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。

①（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

②（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件

③（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

④（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱い

⑤（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

 

(2) 適用予定日

平成29年８月期の期首より適用予定であります。

　

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当事業年度の作成時において評価中であります。

 

(貸借対照表関係)

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。
 

 

　　                　     　　前事業年度
　　　                      　　(平成27年８月31日)

当事業年度
(平成28年８月31日)

減価償却累計額 603,976千円 844,090千円

 

 

(損益計算書関係)

※１．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

　
                             前事業年度

                            (自　平成26年９月１日
                            至　平成27年８月31日)

当事業年度
            (自　平成27年９月１日
            至　平成28年８月31日)

建物　　　　　　　　　　　　　　　 　2,362千円

機械及び装置　　　　　　　　　　 　     0千円

工具、器具及び備品　　　    　　       70千円

 　　　　　　　　　   ― 千円

　　　　　　　　　　   ― 千円

　　　　　　　　　　   ― 千円
 

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成26年９月１日 至 平成27年８月31日）

１. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 17,802,832 ― ― 17,802,832
 

　

２. 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 94 ― ― 94
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３. 新株予約権等に関する事項

 該当事項はありません。

　

４. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成26年11月21日
定時株主総会

普通株式 222,534 12.50 平成26年８月31日 平成26年11月25日
 

（注）１株当たり配当額12円50銭には、東京証券取引所市場第二部上場記念配当金２円50銭が含まれております。

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年11月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 267,041 15.00 平成27年８月31日 平成27年11月26日
 

（注）１株当たり配当額15円00銭には、東京証券取引所市場第一部指定記念配当金１円50銭が含まれております。

　

当事業年度(自 平成27年９月１日 至 平成28年８月31日）

１. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 17,802,832 ― ― 17,802,832
 

　

２. 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 94 ― ― 94
 

　

３. 新株予約権等に関する事項

 該当事項はありません。

　

４. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成27年11月25日
定時株主総会

普通株式 267,041 15.00 平成27年８月31日 平成27年11月26日
 

（注）１株当たり配当額15円00銭には、東京証券取引所市場第一部指定記念配当金１円50銭が含まれております。

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年11月16日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 302,646 17.00 平成28年８月31日 平成28年11月17日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成26年９月１日
至 平成27年８月31日)

当事業年度
(自 平成27年９月１日
至 平成28年８月31日)

現金及び預金 6,131,997千円 6,893,550千円

現金及び現金同等物 6,131,997千円 6,893,550千円
 

　

(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

本社におけるＢＳデジタルハイビジョン放送設備等であります。

無形固定資産

ソフトウエアであります。

② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３. 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

(金融商品関係)

１. 金融商品の状況に関する事項

 (1) 金融商品に対する取組指針

必要資金は通常の営業活動で獲得した資金から充当することを基本方針としており、借入については資金需要が

発生する都度、検討することとしております。また、資金運用については短期的な預金等に限定しております。な

お、デリバティブ取引は行わない方針であります。

　

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引相手ごとに回収期日及び残高を管理す

るとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握をすることによってリスク低減を図っております。

投資有価証券は全て非上場株式であり、発行体の信用リスクに晒されているため、定期的に発行体の財務状況等

を把握しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度(平成27年８月31日)

 
貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

 (千円）

(1) 現金及び預金 6,131,997 6,131,997 ―

(2) 売掛金 1,499,318 1,499,318 ―

資産計 7,631,315 7,631,315 ―
 

 

当事業年度(平成28年８月31日)

 
貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

 (千円）

(1) 現金及び預金 6,893,550 6,893,550 ―

(2) 売掛金 1,838,346 1,838,346 ―

資産計 8,731,897 8,731,897 ―
 

（注）１. 金融商品の時価の算定方法

   資産

EDINET提出書類

日本ＢＳ放送株式会社(E30454)

有価証券報告書

46/62



　　　(1)現金及び預金、並びに(2)売掛金

　　　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　　　２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　                        　　　　 （単位：千円）

区分 平成27年８月31日 平成28年８月31日

非上場株式 104,750 104,750
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難であることから、時価開示の対象とし

ておりません。

     ３. 金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度(平成27年８月31日)

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 6,131,997 ― ― ―

売掛金 1,499,318 ― ― ―

合計 7,631,315 ― ― ―
 

 

当事業年度(平成28年８月31日)

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 6,893,550 ― ― ―

売掛金 1,838,346 ― ― ―

合計 8,731,897 ― ― ―
 

 

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。

退職一時金制度では、退職給付として、退職金規程に基づいた一時金を支給しております。

なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

 
２．簡便法を適用した確定給付制度

（1） 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　（単位:千円）

 
前事業年度

(自　平成26年９月１日
　至　平成27年８月31日)

当事業年度
(自　平成27年９月１日
　至　平成28年８月31日)

 

退職給付引当金の期首残高 　 33,479 41,074

退職給付費用 7,595 5,978

退職給付の支払額 ― 4,672

退職給付引当金の期末残高 41,074 42,381
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（2） 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

（単位:千円）

 
前事業年度

（平成27年８月31日）
当事業年度

（平成28年８月31日）
 

非積立型制度の退職給付債務 41,074 42,381

貸借対照表に計上された負債の金額 41,074 42,381
 

 
退職給付引当金 41,074 42,381

貸借対照表に計上された負債の金額 41,074 42,381
 

 

（3） 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前事業年度 7,595千円　当事業年度 5,978千円
 

　
 

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 前事業年度
(平成27年８月31日)

当事業年度
(平成28年８月31日)

繰延税金資産   

　番組勘定 11,873千円 14,327千円

 未払事業税 37,085千円 33,305千円

　未払費用 48,805千円 46,660千円

　退職給付引当金 13,250千円 12,977千円

　その他 5,124千円 5,453千円

繰延税金資産小計 116,137千円 112,724千円

評価性引当額 △2,139千円 △2,034千円

繰延税金資産合計 113,998千円 110,690千円
 

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳　　

前事業年度及び当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率

の100分の５以下であるため注記を省略しております。

　

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等

の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産の計算に使用する法定実効税率は、従来の

32.26％から、平成28年９月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については30.85％に、平成30年

９月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については30.62％に変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額が 5,161千円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が同額増加しており

ます。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 当社は、ＢＳデジタル放送事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

 前事業年度(自　平成26年９月１日　至　平成27年８月31日)

１. 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

 

２. 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３. 主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱電通 2,269,350 ＢＳデジタル放送事業

ジュピターショップチャンネル㈱ 1,359,967 ＢＳデジタル放送事業
 

 

 当事業年度(自　平成27年９月１日　至　平成28年８月31日)

１. 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

　

２. 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３. 主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱電通 2,724,928 ＢＳデジタル放送事業

ジュピターショップチャンネル㈱ 1,650,600 ＢＳデジタル放送事業
 

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

   該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

   該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

   該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１. 関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

前事業年度(自 平成26年９月１日 至 平成27年８月31日)

種類 会社等の名称 所在地

資本金又は

出資金

（百万円）

事業の

内容

議決権等の所有

又は被所有割合

（％）

関連当事者との

関係

取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社 ㈱ビックカメラ 東京都豊島区 23,237
家電製品

等の販売

被所有

　直接 62.58　

役員の兼任

放送時間枠の販

売、番組の制作

放送収入他 192,414 売掛金 12,582

 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 放送収入他については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の取引条件等によっております。

　

当事業年度(自 平成27年９月１日 至 平成28年８月31日)

種類 会社等の名称 所在地

資本金又は

出資金

（百万円）

事業の

内容

議決権等の所有

又は被所有割合

（％）

関連当事者との

関係

取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社 ㈱ビックカメラ 東京都豊島区 23,237
家電製品

等の販売

被所有

　直接 62.58　

役員の兼任

放送時間枠の販

売

放送収入他 277,475 売掛金 23,166

 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 放送収入他については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の取引条件等によっております。

　

(2) 役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

前事業年度(自 平成26年９月１日 至 平成27年８月31日)

種類 会社等の名称 所在地

資本金又は

出資金

（百万円）

事業の

内容

議決権等の所有

又は被所有割合

（％）

関連当事者との

関係

取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社の主要株主が

議決権の過半数を所

有している会社の子

会社

㈱理論社
東京都

中央区
10 出版業 ―

資金貸付契約の

締結

 

 
利息の受取

 
 

 
368

 
 

短期貸付金

未収収益

25,000

31

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）資金の貸付については、市場金利を勘案して、利率を合理的に決定しており、返済条件は期間１年以内として

おります。なお、担保は受け入れておりません。

　

当事業年度(自 平成27年９月１日 至 平成28年８月31日)

種類 会社等の名称 所在地

資本金又は

出資金

（百万円）

事業の

内容

議決権等の所有

又は被所有割合

（％）

関連当事者との

関係

取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社の主要株主が

議決権の過半数を所

有している会社の子

会社

㈱理論社
東京都

中央区
10 出版業 ―

資金貸付契約の

締結

 

 
資金の回収

利息の受取

 

 
25,000

131

 

―

―

―

―

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）資金の貸付については、市場金利を勘案して、利率を合理的に決定しており、返済条件は期間１年以内として

おります。なお、担保は受け入れておりません。

 
２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

　㈱ビックカメラ（東京証券取引所市場第一部に上場）

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自 平成26年９月１日
至 平成27年８月31日)

当事業年度
(自 平成27年９月１日
至 平成28年８月31日)

１株当たり純資産額 735円13銭 802円17銭

１株当たり当期純利益金額 68円34銭 82円04銭
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成26年９月１日
至 平成27年８月31日)

当事業年度
(自 平成27年９月１日
至 平成28年８月31日)

当期純利益(千円) 1,216,693 1,460,610

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,216,693 1,460,610

普通株式の期中平均株式数(株) 17,802,738 17,802,738
 

 

(重要な後発事象)

 該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産        

  建物 2,739,371 9,523 ― 2,748,895 334,819 87,196 2,414,076

  構築物 8,911 ― ― 8,911 6,642 435 2,268

  機械及び装置 294,870 112,950 ― 407,820 202,568 94,665 205,251

  工具、器具及び備品 260,030 63,290 5,981 317,339 215,576 48,446 101,763

  土地 4,034,756 ― ― 4,034,756 ― ― 4,034,756

  リース資産 92,698 ― 122 92,575 84,484 15,473 8,091

　建設仮勘定 7,131 ― 7,131 ― ― ― ―

有形固定資産計 7,437,770 185,764 13,235 7,610,299 844,090 246,217 6,766,208

無形固定資産        

 商標権 ― ― ― 4,942 2,449 473 2,493

　ソフトウエア ― ― ― 35,329 30,851 12,129 4,477

　その他 ― ― ― 2,431 ― ― 2,431

無形固定資産計 ― ― ― 42,703 33,301 12,602 9,402
 

（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置　　　　 中継受けサブ設備一式　　　　　　　　　     　48,300千円

　ワイヤレスマイク設備工事一式　　　　　　　　　23,940千円

　ＭＡ室音声設備一式　　　　　　　　　　　　　　22,000千円

工具、器具及び備品　 報道編集用素材管理システム一式　　　　　　 　 18,704千円

２．建設仮勘定の当期減少額は、主に上記１．に係るものであります。

３．無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。　　　　
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【借入金等明細表】

金利の負担を伴う負債の金額が、負債及び純資産の合計額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第

125条の規定により記載を省略しております。

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 100 100 ― 100 100
 

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、洗替えによる戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①  現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 995

預金  

 普通預金 6,881,208

 郵便貯金 10,531

 別段預金 814

計 6,892,554

合計 6,893,550
 

 

 

② 売掛金

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

㈱電通 874,831

㈱電通九州 178,510

ジュピターショップチャンネル㈱ 178,210

㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズ 149,026

㈱アサツーディ・ケイ 58,283

その他 399,483

合計 1,838,346
 

 

 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高(千円)
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

当期末残高(千円)
 

(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
 (Ａ)＋(Ｄ)  

 ２  

 (Ｂ)  

 366  
 

1,499,318 11,030,360 10,691,332 1,838,346 85.3 55.3
 

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式によっておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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③ 番組勘定

 

区分 金額(千円)

未放送番組 115,942

その他 11,856

合計 127,798
 

 

④ 貯蔵品

 

区分 金額(千円)

収入印紙 124

その他 128

合計 252
 

 

⑤　繰延税金資産

繰延税金資産は、110,690千円であり、その内容については「１ 財務諸表等（１）財務諸表　注記事項（税効

果会計関係）」に記載しております。

 

⑥ 買掛金

 

相手先 金額(千円)

㈱電通 45,588

㈱アニプレックス 45,522

㈱毎日映画社 33,334

ワーナーブラザーズジャパン(同) 25,920

㈱日テレアックスオン 25,227

その他 188,847

合計 364,440
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(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高 (千円) 2,466,976 4,898,601 7,462,254 10,212,123

税引前四半期(当期)
純利益金額

(千円) 618,643 1,185,622 1,691,060 2,161,207

四半期(当期)純利益
金額

(千円) 430,404 802,413 1,135,882 1,460,610

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 24.18 45.07 63.80 82.04
 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 24.18 20.90 18.73 18.24
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

　

事業年度 毎年９月１日から翌年８月31日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 ８月31日

剰余金の配当の基準日
２月末日

８月31日

１単元の株式数 (注)１． 100株

単元未満株式の買取り

取扱場所

株主名簿管理人 (注)２．

取次所

買取手数料

―

株主名簿管理人においては取り扱っておりません。

―

株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告により行う。

ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができないとき

は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

当社の公告掲載ＵＲＬは、次のとおりであります。

http://www.bs11.jp/

株主に対する特典

当社は次のとおり、株主優待制度及び長期保有株主優待制度を導入しておりま

す。

(1) 株主優待制度

毎年２月末日及び８月31日現在の当社株主名簿に記載又は記録された当社株

式１単元（100株）以上保有されている株主を対象に、ビックカメラグループ

全店（インターネットサイトを除く）でご利用いただける「ビックカメラ商

品券」（1,000円券）を贈呈いたします。

※贈呈時期

① ２月末日現在の株主…５月贈呈

② ８月31日現在の株主…11月贈呈

(2) 長期保有株主優待制度

基準日（毎年８月末日、２月末日）の当社株主名簿に連続３回以上同一株主

番号で記載又は記録された当社株式１単元（100株）以上を継続して保有され

ている株主を対象として、毎年８月末日の株主に対し、「ビックカメラ商品

券」（1,000円券）を追加贈呈いたします。

なお、取扱証券会社を変更された場合、全株式を売却後に再度購入された場

合、全株式を貸株制度で利用された場合、相続等により株主番号が変更に

なった場合は、変更が生じた時点から新たに当社株式を保有しているものと

いたします。
 

（注）１．当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができませ

ん。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

     ２．当社の株主名簿管理人は、次のとおりであります。

東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社
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     ３．放送法に関連して、当社定款には次の規定があります。

　　　　　　定款第９条

当会社は、次の各号に掲げる者（以下、「外国人等」という。）のうち第１号から第３号までに掲げる

者により直接に占められる議決権の割合と、これらの者により第４号に掲げる者を通じて間接に占めら

れる議決権の割合として総務省令で定める割合とを合計した割合が、当会社の議決権の５分の１以上を

占めることとなるときは、放送法の規定に従い、外国人等の取得した株式について、株主名簿に記載ま

たは記録することを拒むことができる。

　(1) 日本の国籍を有しない人

　(2) 外国政府またはその代表者

　(3) 外国の法人または団体

(4) 前３号に掲げる者により直接に占められる議決権の割合が総務省令で定める割合以上である法人

または団体
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第17期(自 平成26年９月１日 至 平成27年８月31日) 平成27年11月26日関東財務局長に提出。

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成27年11月26日関東財務局長に提出

　

(3) 四半期報告書及び確認書

第18期第１四半期(自　平成27年９月１日　至　平成27年11月30日) 平成28年１月13日関東財務局長に提出。

第18期第２四半期(自　平成27年12月１日　至　平成28年２月29日) 平成28年４月13日関東財務局長に提出。

第18期第３四半期(自　平成28年３月１日　至　平成28年５月31日)　平成28年７月13日関東財務局長に提出。

　

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に

基づく臨時報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成27年11月27日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成28年11月16日

日本ＢＳ放送株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人　ト ー マ ツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   峯　　　　　　　　敬   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山　　本   道　　之   ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本ＢＳ放送株式会社の平成27年９月１日から平成28年８月31日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属

明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本Ｂ

Ｓ放送株式会社の平成28年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本ＢＳ放送株式会社の平成

28年８月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、日本ＢＳ放送株式会社が平成28年８月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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